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冷凍空調施設工事事業所認定申請マニュアル 

［保Ｒ－０６０３－１６］ 

 

 

１．適用範囲 

このマニュアルは、高圧ガス保安協会（以下「協会」という。）が協会業務方

法書第５３条に基づいて行う１日の冷凍能力３トン以上のアンモニア及びフルオ

ロカーボンを冷媒とする冷凍空調施設の据え付け工事の業務を行う者の事業所

（以下「工事事業所」という。）の認定（以下「認定」という。）に適用する。 

 

２．認定の目的 

協会は、工事事業所が高圧ガス保安法令等に基づき、保安上適切な工事及び検

査を実施することにより、当該冷凍空調施設に係る自主保安体制を確立し、災害

の防止を図ることを目的とし、認定の制度を設ける。 

 

３．用語の定義 

このマニュアルにおいて次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれの当該各号

に定めるところによる。 

（１）冷凍空調施設 

空調・暖房・製氷・冷蔵・凍結・冷却等アンモニア又はフルオロカーボンガ

スを冷媒とする冷凍空調設備及びこれに附帯して必要な機械室の開口部・換気

装置・防火壁・警戒標・警報器・除害装置・散水装置・水冷却器の冷水ポンプ

並びにこれらの間の配管をいう。 

（２）冷凍空調施設工事事業所 

前号の冷凍空調施設の設置・修理の工事（ユニット型エアコンディショナー

にあっては、動力配線、冷却塔、冷却水ポンプの設置及び冷却器の冷水ポンプ

の吐出側以後の配管の諸工事を除く。）を行う事業所をいう。この場合におい

て事業所とは社会通念的に一つの事業の内容たる活動が行われている工場、事

務所等をいう。 

（３）冷凍空調工事保安管理者（以下「管理者」という。） 

適正な工事及び工事完成後、高圧ガス保安法第１１条第１項、第１２条第１

項並びに同法冷凍保安規則第６条、第７条、第９条、第１１条、第１２条及び

第１４条に規定する技術上の基準並びに冷凍空調装置の施設基準に基づいて自

ら検査を行うことにより確認する者又は検査を行う者を指揮・監督することに

より当該検査の結果を確認する者をいう。 

 

４．認定の区分 

認定は次の各号に掲げる区分毎に行い、認定の範囲は当該各号に掲げる範囲と

する。 

（１）Ｓ区分： 冷凍能力３トン以上のアンモニア冷凍空調施設の工事（修理を含

む。以下同じ。） 
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（２）Ｓｐ区分： 冷凍能力３トン以上２０トン未満のアンモニア冷凍空調施設の工

事のうち、パッケージユニットの工事であって現地での冷媒配管

工事のないもの 

（３）Ａ区分： 冷凍能力３トン以上のフルオロカーボン冷凍空調施設の工事 

（４）Ｂ区分： 冷凍能力３トン以上２０トン未満のフルオロカーボン冷凍空調施

設の工事 

（５）Ｃ区分： 認定の範囲は、冷凍能力３トン以上２０トン未満のフルオロカー

ボン冷凍空調施設のうち※に定めるパッケージユニットの工事 

※ 空調のための冷凍施設のうち、ロット生産されるユニット型機器を用いる

施設で次の範囲のもの 

１．シングルパッケージユニット 

２．セパレートユニットであって、室外ユニットと室内ユニットの組み合わせ

が限定され、あたかも単一ユニットのように構成される冷凍能力 10 ㌧未満

のもの 

 

５．認定の要件 

認定の要件は、次の各号に掲げるとおりとする。  

（１）認定の区分に応じた別表１に定める資格・条件を満たす者を管理者として選

任していること。 

なお、管理者は、工事の実態に応じて複数の者を選任することが望ましい。 

（２）冷凍空調施設を使用者に引き渡し後、当該冷凍空調施設の安全、作動等につ

いて、一定期間保証を行っていること。 

（３）冷凍空調施設の使用者からの苦情に対し、適切な処理を行う等サービス体制

を整えていること。 

（４）認定の区分に応じた別表１に定める工事実績を直近３年間に有すること。 

（５）過去２年間高圧ガス保安法令の違反により、行政処分を受けた事実のないこ

と。 

 

６ 認定の申請等 

認定の申請をしようとする者は、6.1 から 6.3 の認定申請の種類に応じて、同

項に基づいて申請手続きを行うこと。 

なお、申請にあたっては、認定申請の種類に係わらず、認定の区分がＳ及び                                   

Ｓｐ（アンモニア冷媒に係る冷凍空調施設工事事業所の認定）とＡ、Ｂ及びＣ（フ

ルオロカーボン冷媒に係る冷凍空調施設工事事業所）をそれぞれ申請することが

できる。 

 

例１：Ｓ区分の新規認定申請とＡ区分の新規認定申請を同時に申請する。 

この場合は、Ｓ区分とＡ区分の新規申請書類をそれぞれ提出する。 

例２：Ｓ区分の新規認定申請とＡ区分の更新認定申請を同時に申請する。 

この場合は、Ｓ区分の新規申請書類とＡ区分の更新申請書類をそれぞれ提出する。 

例３：Ｓｐ区分からＳ区分への更新（拡大）認定申請とＡ区分の更新認定申請に申請する。 

この場合は、Ｓｐ区分からＳ区分への更新（拡大）申請書類とＡ区分の更新申請書類をそ

れぞれ提出する。 

 

また、認定区分の変更の申請をしようとする者は、6.4 に基づいて申請手続き
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を行うこと。 

 

6.1 新規認定申請 

認定（以下「新規認定」という。）の申請をしようとする者は、以下の書類正

副各１通に別表２に定める手数料を添えて、別表３に定める協会が指定した団体

（以下「指定団体」という。）に提出するものとする。 

なお、指定団体での受付期間は、別添１「新規認定に係る申請書作成等の手引

き」を参照するものとする。 

 

① 様式１「冷凍空調施設工事事業所 新規認定申請書」 

② 様式２「冷凍空調施設の保証及びサービス体制等」 

③ 様式３「工事実績表」注１） 

④ 様式４「事業所の組織及び人員配置図」 

⑤ 様式５「事業所案内図」 

⑥ 様式６「冷凍空調工事保安管理者経歴書」注２）注３） 

⑦ 様式７「誓約書」（保証書のない場合に限る。）注４） 

 

注１）③の直近３年間の工事実績数は、３年間の全ての欄について工事実績数

（基数）を記入する。 

注２）⑥には、修了印のある「冷凍空調工事保安管理者講習受講票」の写し、

及び別表１の所有資格欄に定める所有資格の証明書の写しを添付する。 

注３）⑥は、過去に冷凍空調工事保安管理者証の交付を受け、別表１に定める

管理者としての要件を満足している者にあっては、その冷凍空調工事保安

管理者証及び所有資格の証明書の写しに替えることができる。 

注４）⑦は、様式２において「保証書の有無」が「無」の場合は添付する。 

 

6.2 更新認定申請 

以前に新規認定、更新認定（継続）及び更新認定（拡大）を受けた工事事業所

（以下「認定事業所」という。）が認定の有効期間満了における継続のための認

定（以下「更新認定」という。）の申請をしようとする者は、以下の書類正副各

１通に別表２に定める手数料を添えて、別表３に定める指定団体に提出するもの

とする。 

なお、指定団体での受付期間は、別添２「更新認定（継続）に係る申請書作成

等の手引き」を参照するものとする。 

 

① 様式８「冷凍空調施設工事事業所 更新認定（継続）申請書」 

② 交付されている有効期限内の冷凍空調工事保安管理者証の写注１） 

③ 様式２「冷凍空調施設の保証及びサービス体制等」注２） 

④ 様式５「事業所案内図」注２） 

⑤ 様式６「冷凍空調工事保安管理者経歴書」注３）注４）注５） 

⑥ 様式７「誓約書」（保証書のない場合に限る。）注２）注６） 

注１）②は、次に掲げるいずれか一つでも該当する場合にあっては、管理者証

の写しに加えて所有資格の証明書の写しも提出する。 

     ❶前回交付を受けた管理者の区分から変更がある場合 

     ❷有効期限外の管理者証の写しを提出する場合 
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❸前回提出した所有資格から変更がある場合 

注２）③、④及び⑥は、前回認定時から変更のある場合にのみ提出する。 

注３）⑤は新たに選任する管理者についてのみ提出する。 

注４）⑤には、修了印のある「冷凍空調工事保安管理者講習受講票」の写し、

及び別表１の所有資格欄に定める所有資格の証明書の写しを添付する。 

注５）⑤は、過去に冷凍空調工事保安管理者証の交付を受け、別表１に定める

管理者としての要件を満足している者にあっては、その冷凍空調工事保安

管理者証及び所有資格の証明書の写しに替えることができる。 

注６）⑥は、様式２において「保証書の有無」が「無」の場合は添付する。 

 

6.3 更新（拡大）認定申請 

6.3.1 申請 

認定事業所の認定の区分がＳｐ、Ｂ又はＣの事業所であって、次に掲げる場合

には、更新認定申請の際に認定の区分を変更して更新認定（以下「更新（拡大）

認定」という。）を申請することができる。 

① 既に受けている認定の区分がＳｐである認定事業所であって、その工事事業

所に所属する管理者がＳ区分の管理者の資格要件を満たしている場合。 

② 既に受けている認定の区分がＢである認定事業所であって、その工事事業所

に所属する管理者がＡ区分の管理者の資格要件を満たしている場合。 

③ 既に受けている認定の区分がＣである認定事業所であって、その工事事業所

に所属する管理者がＢ区分の管理者の資格要件を満たしている場合。 

④ 既に受けている認定の区分がＣである認定事業所であって、その工事事業所

に所属する管理者がＡ区分の管理者の資格要件を満たしている場合。 

 

6.3.2 提出書類 

認定事業所の更新（拡大）認定の申請をしようとする者は、以下の書類正副各

１通に別表２で定める手数料を添えて、別表３で定める指定団体に提出するもの

とする。 

なお、指定団体での受付期間は、別添３「更新認定（拡大）に係る申請書作成

等の手引き」を参照するものとする。 

 

① 様式９「冷凍空調施設工事事業所 更新認定（拡大）申請書」 

② 交付されている有効期限内の冷凍空調工事保安管理者証の写注１） 

③ 様式６「冷凍空調工事保安管理者経歴書」注２）注３）注４） 

④ 様式２「冷凍空調施設の保証及びサービス体制等」注５） 

⑤ 様式５「事業所案内図」注５） 

⑥ 様式７「誓約書」（保証書のない場合に限る。）注５）注６） 

注１）②は、次に掲げるいずれか一つでも該当する場合にあっては、管理者証

の写しに加えて所有資格の証明書の写しも提出する。 

    ❶前回交付を受けた管理者の区分から変更がある場合 

     ❷有効期限外の管理者証の写しを提出する場合 

❸前回提出した所有資格から変更がある場合 

注２）③は新たに選任する管理者についてのみ提出すること。 

注３）③には、修了印のある「冷凍空調工事保安管理者講習受講票」の写し、

及び別表１の所有資格欄に定める所有資格の証明書の写しを添付する。 
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注４）③は、過去に冷凍空調工事保安管理者証の交付を受け、別表１に定める

管理者としての要件を満足している者にあっては、その冷凍空調工事保安管

理者証及び所有資格の証明書の写しに替えることができる。 

注５）④から⑥までは、前回認定時から変更のある場合にのみ提出する。 

注６）⑥は、様式２において「保証書の有無」が「無」の場合は添付する。 

6.4 区分変更 

6.4.1 申請 

認定事業所の認定の区分がＳｐ、Ｂ又はＣの事業所であって、次に掲げる場合

には、認定の有効期間内に、認定の区分の変更（以下「区分変更」という。）を

申請することができる。 

① 既に受けている認定の区分がＳｐである認定事業所であって、その工事事業

所に所属する管理者がＳ区分の管理者の資格要件を満たしている場合。 

② 既に受けている認定の区分がＢである認定事業所であって、その工事事業所

に所属する管理者がＡ区分の管理者の資格要件を満たしている場合。 

③ 既に受けている認定の区分がＣである認定事業所であって、その工事事業所

に所属する管理者がＢ区分の管理者の資格要件を満たしている場合。 

④ 既に受けている認定の区分がＣである認定事業所であって、その工事事業所

に所属する管理者がＡ区分の管理者の資格要件を満たしている場合。 

 

6.4.2 提出書類 

認定事業所が区分変更を申請しようとするときは、以下の書類正副各１通に                                    

別表２で定める手数料を添えて、別表３で定める指定団体に提出するものとす

る。（随時受付） 

① 様式１０「冷凍空調施設工事事業所の区分変更申請書」 

② 様式６「冷凍空調工事保安管理者経歴書」注１）注２）注３） 

③ 交付されている冷凍空調施設工事事業所認定証注４） 

④ 交付されている有効期限内の冷凍空調工事保安管理者証注４）注５） 

注１）②は新たに選任する管理者についてのみ提出すること。 

注２）②には、修了印のある「冷凍空調工事保安管理者講習受講票」の写し、

及び別表１の所有資格欄に定める所有資格の証明書の写しを添付する。 

注３）②は、過去に冷凍空調工事保安管理者証の交付を受け、別表１に定める

管理者としての要件を満足している者にあっては、その冷凍空調工事保安

管理者証及び所有資格の証明書の写しに替えることができる。 

注４）③及び④は、紛失等により現に有していない場合にあっては、当該冷凍

空調施設工事事業所認定証及び冷凍空調工事保安管理者証の写しに替え

ることができる。 

注５）④は、次に掲げるいずれか一つでも該当する場合にあっては、管理者証

に加えて所有資格の証明書の写しも提出する。 

     ❶前回交付を受けた管理者の区分から変更がある場合 

     ❷有効期限外の管理者証の写しを提出する場合 

❸前回提出した所有資格から変更がある場合 

 

6.5 申請書類の作成等 

6.1、6.2、6.3 及び 6.4.2 に係る書類は、申請の種類に応じた、以下の手引き
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に基づいて作成等をするものとする。 

別添１：「新規認定に係る申請書作成等の手引き」 

別添２：「更新認定(継続)に係る申請書作成等の手引き」 

別添３：「更新認定(拡大)に係る申請書作成等の手引き」 

別添４：「区分変更に係る申請書作成等の手引き」 

 

７  認定のための書類確認等 

指定団体及び協会が行う認定のための書類確認は、次による。 

（１）６により提出された書類の確認及び必要に応じて冷凍空調施設工事事業所の

関係者への事情聴取により行う。 

（２）書類の確認は、申請書類に基づき、５の認定の要件に適合しているか否かに

ついて行う。ただし、区分変更の場合にあっては５（１）に限る。 

（３）関係者への事情聴取は、指定団体を経由して（必要に応じて協会から）５の

認定の要件に適合しない箇所についてのみ行う。 

 

８ 認定等の可否の決定 

協会は、書類確認の結果に基づいて認定の可否を決定する。 

 

９ 認定証等の交付 

9.1 冷凍空調施設工事事業所認定証の交付 

協会は、認定又は区分変更を可とした工事事業所に対して、指定団体を経由し

て様式１１「冷凍空調施設工事事業所認定証」（以下「認定証」という。）を交

付する。 

 

9.2 冷凍空調工事保安管理者証の交付 

協会は、認定事業所の管理者に対して、指定団体を経由して様式１２「冷凍空

調工事保安管理者証」（以下「管理者証」という。）を交付する。 

 

9.3 不合格の通知 

  協会が不合格の通知をする場合は、次に定めるところによる。 

（１）協会は、認定を否とした冷凍空調施設工事事業所に対して、指定団体を経由

して 様式１３－１「冷凍空調施設工事事業所認定不合格通知書」により申請者

に通知する。 

（２）協会は、区分変更を否とした冷凍空調施設工事事業所に対して、指定団体を

経由して 様式１３－２「冷凍空調施設工事事業所の区分変更不合格通知書」に

より申請者に通知する。 

 

10 認定の有効期間 

認定の有効期間は、認定の日から３年間とする。 

ただし、6.4 で規定する区分変更にあっては、区分変更が認められた日から、区

分を変更する前の認定の有効期間の終了する日までとする。 

 

11  認定事業所の義務 

認定事業所は、次に掲げる事項を遵守するものとする。 

（１）高圧ガス保安法、同法令に基づく通達及び協会が定める基準等を遵守すると
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ともに、冷凍空調施設を修理、廃棄する等の場合においても冷媒を漏えいさせ

ないようにすること。 

（２）認定に係る冷凍空調施設は、別添５に定める「冷凍空調施設設置等保安確認

実施要領」により保安上支障のないことを検査し、管理者に確認させたうえで、

認定を受けた区分の冷媒に応じた様式１４－１若しくは、様式１４－２「冷凍

空調施設設置等保安確認報告書」又はこれに準じたものを必要に応じて使用者

等に引き渡さなければならない。 

（３）（２）の確認を行った冷凍空調施設には、必要に応じて様式１５「冷凍空調

施設保安確認実施証」を貼付しなければならない。 

（４）管理者の技術水準を維持すること。 

（５）冷凍空調施設の設置工事又はその工事終了後に、当該設備に係る高圧ガス・

石油コンビナート事故対応要領注１）に基づく高圧ガス事故が発生したときは、

速やかに様式１６「事故報告書」により協会に報告をすること。 

（６）冷凍空調施設の設置等の工事が完成し、当該冷凍空調施設を使用者に引渡し

たときは、当該使用者に対して、高圧ガス保安法令に定める技術上の基準の遵

守を指導するとともに都道府県冷凍設備保安協会等の施設検査の受検をすすめ

ること。 

（７）その他協会が特に必要と認めて付した条件を遵守すること。 

 

注１）高圧ガス・石油コンビナート事故対応要領は下記を参照のこと。 

URL:https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/sa

ngyo/hipregas/hourei/20181225.pdf 

 

12 認定事業所の名称等の変更の届出 

認定事業所において、事業所の所在地、名称、管理者又は管理者証の資格の区

分に変更があった場合には、様式１７「冷凍空調施設工事事業所認定申請内容変

更届」に必要に応じてその旨を証明する書面を添えて遅滞なく、指定団体を経由

して協会に届け出なければならない。 

なお、変更の届出に係る詳細は、別添６「内容変更届作成等の手引き」を参照

すること。 

 

13  承継 

認定事業所において、相続又は合併があった場合には、次に定めるところによ

る。 

（１）認定事業所において、相続又は合併があった場合において相続人又は合併後

存続する法人若しくは合併により設立された法人は、15 に規定する事項に該当

しなければその地位を承継する。 

（２）（１）の規定により承継した者は、指定団体を経由して、様式１８「冷凍空

調施設工事事業所認定承継届」にその旨を証明する書面（登記事項証明書の

写し等）を添えて遅滞なく、協会に届け出なければならない。 

なお、承継に係る詳細は、別添７「承継届作成等の手引き」を参照すること。 

 

14 返納 

認定事業所において、認定の事業を廃止した場合、認定の区分に応じた管

理者を選任できなくなった場合又はその他認定の要件を満たすことができ
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なくなった場合には、様式１９「冷凍空調施設工事事業認定返納届」に当該

認定の認定証及び管理者証（認定の有効期間内のものを有している場合に限

る。）を添えて遅滞なく、指定団体を経由して協会に届け出なければならない。 

なお、返納に係る詳細は、別添８「返納届作成等の手引き」を参照すること。 

 

15  認定の取り消し等 

協会は、認定事業所が次のいずれかに該当するときは、改善指示又は認定の資

格の停止若しくは取消しのいずれかの処置を講ずることができるものとする。 

なお、認定が取り消され、かつ、取り消しの日から１年を経過しない冷凍空調

施設工事事業所は、認定の申請をすることはできない。 

（１）11、12、13 及び 14 に規定する認定事業所の義務を怠ったとき。 

（２）法人の解散、合併等により、冷凍空調施設の設置の工事事業を行うことがで

きなくなったとき。 

（３）高圧ガス保安法令の違反により処分を受けたとき。 

（４）冷凍空調施設の設置工事中又は当該工事終了後に発生した事故が、認定事業

所の責に起因し、かつ、社会的影響を与えたとき。 

（５）認定事業所として信頼を失うような冷凍空調施設の設置の工事を行ったとき。 

 

16  認定証及び管理者証の再交付 

協会は、協会が交付した認定証の交付を受けている事業所及び管理者証の交付

を受けている者がこれを汚し、損じ又は失った場合において、当該交付を受けて

いる者の申請に基づいて次に定めるところにより、その再交付を行う。 

（１）認定証の再交付を受けようとする事業者及び管理者証の再交付を受けようと

する者が所属する事業者（以下「再交付申請者」という。）は、指定団体を経

由して様式２０「認定証・管理者証再交付申請書」を協会に提出するものとす

る。 

（２）協会は、再交付申請の内容が確認できたときは、再交付申請者に当該申請に

係る認定証及び管理者証の再交付を行う。 

（３）再交付した認定証及び管理者証は、指定団体を経由して、再交付申請者に送

付する。 

 

17 その他 

協会は、必要と認めたとき、冷凍空調施設工事事業所に対しマニュアルに係る

事項について必要な書類の提出を求めることができる。 

なお、Ｓ区分若しくはＳｐ区分の認定の申請をしようとする事業所又は当該区

分の認定を受けた事業所に対し、当該申請に係る事項について当該事業所の調査

をすることができる。 

この場合において、事業所は協会の調査に協力しなければならない。 

 

18  認定に係る経費 

新規認定、更新認定、更新（拡大）認定又は区分変更のための申請を行おうと

する者は、別表２「冷凍空調施設工事事業所認定手数料」に定める手数料を申請

時に指定団体に支払うものとする。 

なお、指定団体は、申請受理後、正当な理由がある場合を除き、手数料を返金

しない。 
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付 則 

 １ このマニュアルは、平成１９年２月１日から施行する。 

   なお、平成１９年３月１５日認定に係る申請であって、認定の区分がＡ、Ｂ   

又はＣの者は従前の規程によることができる。 

 

 ２ このマニュアルの施行の際、現に認定を受けている認定事業所及び保安管理   

者は、このマニュアルによる認定を受けたものとみなす。 

 

付則 

 １ このマニュアルは、平成２０年１月１日から施行する。 

 

付則 

 １ このマニュアルは、平成２０年９月１日から施行する。 

 

付則 

 １ このマニュアルは、平成２１年４月１日から施行する。 

 

付則 

 １ このマニュアルは、平成２２年１０月１日から施行する。 

 

付則 

 １ このマニュアルは、平成２４年１０月１日から施行する。 

 

付則 

 １ このマニュアルは、平成２７年１０月１日から施行する。 

 

付則 

 １ このマニュアルは、平成２８年１２月１日から施行する。 

 

付則 

 １ このマニュアルは、平成３０年２月１日から施行する。 

 

付則 

 １ このマニュアルは、平成３０年１１月１日から施行する。 

 

付則 

 １ このマニュアルは、令和元年１１月１５日から施行する。 

 

付則 

 １ このマニュアルは、令和３年６月２２日から施行する。 

 

付則 

 １ このマニュアルは、令和３年８月２３日から施行する。 
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付則 

 １ このマニュアルは、令和４年４月１日から施行する。 

 

付則 

 １ このマニュアルは、令和７年１月１日から施行する。 

 

付則 

 １ このマニュアルは、令和７年４月１日から施行する。 

 

付則 

 １ このマニュアルは、令和８年４月１日から施工する。 

 



太枠内を記入してください。

都 道 市 区

府 県 郡

備考１ ※１、※２及び※３は、記入しないで下さい。

  ２ 認定申請の区分、名簿掲載の可否及び申請日前2年間の高圧ガス保安法令の違反（行政処分）の有無は、該当項目を一つ○で囲んで

   下さい。

  ３ 記入についての詳細は別添1を参照して下さい。

２．平成

２．平成

月

氏 名

生年月日 日年
２．平成

TEL

４．氏名

５．氏名

令和 年

様 式 １

１．昭和

１．可

月

日

責 任 者 役 職

事 業 所 名

年

１．S区分 ２．Sp区分 ３．A区分

令和

日

２．平成

－

日月

月

（       ）      －     （       ）      －    

※２ 受理年月日

管理者

フリガナ

事業所の名称

事業所の所在地等

※１ 整理番号

※３ 指定団体名

日

生年月日

生年月日

２．氏名

申請日前２年間の高圧
ガス保安法令の違反
（行政処分）の有無

２．無１．有２．否

月

生年月日

月

１．昭和

日

冷 凍 空 調 施 設 工 事 事 業 所 新 規 認 定 申 請 書

FAX

５．C区分

〒

TEL

１．氏名 年

所属

名簿掲載の可否

連絡担当者

４．B区分

年

年

認定申請の区分

３．氏名
１．昭和

１．昭和

月

日
２．平成

年

（       ）      －    

１．昭和

高 圧 ガ ス 保 安 協 会 殿

氏名

管理者の区分

管理者の区分

管理者の区分

管理者の区分

管理者の区分

生年月日



注） 保証書とは、貴事業所が行った工事に対するもので、冷凍機器の保証書ではありません。

１．冷凍空調
  施設の保証

保 証 期 間

保 証 書 の 有 無

１．有 ２．無

保証書の有無が「有」の場合は、保証書のサンプル又は過去に発行した保証書注）の写しを
添付して下さい。
保証書の有無が「無」の場合は、様式７の誓約書を提出して下さい。

年

様 式 2

冷 凍 空 調 施 設 の 保 証 及 び サ ー ビ ス 体 制 等

2．サービス体制

定 期 点 検 の 実 施 状 況

苦 情 処 理 体 制

苦 情 処 理 窓 口



注）認定年の前年から３年間の工事実績数（基数）を全ての欄に記入して下さい。工事実績がない年は０を記入して下さい。

冷凍能力は高圧ガス保安法上の冷凍トンを指します。

年

基

年 月 日

年

ア ン モ ニ ア 冷 凍 空 調 施 設

冷 凍 能 力 3 ト ン 以 上 の

フ ル オ ロ カ ー ボ ン 冷 凍 空 調 施 設

年

表１  工 事 実 績 表

基

基

施設の区分

工事施工年

基

月 日

年 月

表２  主 な 工 事 実 績 一 覧 表
（表１の工事実績表に合わせて各年に応じた主な工事実績を記入して下さい。）

年

基

冷 凍 能 力 3 ト ン 以 上 の

様 式 ３

日

注）冷凍能力３トン以上の冷凍空調施設の工事実績を記入して下さい。

年

月

月 日

年 月

年 月 日

基

基

基

日

日

年

年

年 月

日

年

日

月

日

月 日

工 事 施 工 場 所

住 所・名 称

年

月

冷 凍 能 力（ト ン）

年 月 日

冷 媒 ガ ス 名
工 事 内 容 

冷 凍 空 調 施 設 の

合 計

工 事 施 工



事 業 所 の 組 織 及 び 人 員 配 置 図

様 式 ４

※詳細は別添１の例を参照して下さい。



様 式 ５

事 業 所 案 内 図



上記のとおり相違ありません。

令和

上記の者は当社の社員であり、経歴は記載のとおり相違ないことを証明します。

携
わ
っ

た
工
事
の
実
績

職歴

※主な工事実績

冷媒ガスの種類工事年月日

5年以上

日

受講票番号

修了年月日

年

事 業 所 名

上 記 管 理 者 の 氏 名

備考１ 冷凍空調工事保安管理者講習受講票に修了印のあるものの写し、及び所有資格の証明書の写しを添付して下さい。

昭和・平成・令和 年

氏 名

第一種

資格の等級

１．技術士

氏名

管
理
者
の
資
格
条
件

生年月日 １．昭和
２．平成 月

５．基礎講習 及び
  工事経験年数

A検定 B検定 Sp検定

3年以上 ２年以上

月

月

年

7

月

第二種

２．冷凍機械責任者

月

フロン

フロン

フロン

事 業 所 名

責 任 者 の 役 職

第二級＋付加講習

月

冷凍空調工事
保安管理者講習

第一級＋付加講習

日

３．冷凍空調技士

４．冷凍空気調和機器施工技能士

第一種

第二種

年

所有資格

※1.～4.の資格
の等級のうちい
ずれかに○又は
5.の基礎講習及
び工事経験年数
に○

アンモニア

アンモニア

アンモニア

月
例

平成

年

フロン

フロン

工事内容

C検定 S検定

日

アンモニア
○○会社にて冷凍能力○トンのパッケージエアコンの
据付、試運転

資格の種類

第三種

技術士（機械部門（熱工学））

月

年

2

様 式 ６

冷 凍 空 調 工 事 保 安 管 理 者 経 歴 書

年 アンモニア

5 年 0

  2 職歴欄は、フロンの申請においてはフロンの工事実績を、アンモニアの申請においてはアンモニアの工事実績を記載し、フロン又は
    アンモニアのいずれかに○をつけてください。



企業名                  

   事業所名                  

事業所代表者職員氏名            

年

設の保証及びサービス体制等」に記載した保証期間内の保証を行うことを誓約いたします。

以上

誓 約 書

高圧ガス保安協会 殿            

冷凍空調施設の認定工事事業所としての保証体制について

事業所としての工事については、冷凍空調施設工事事業所認定申請マニュアルの様式２「冷凍空調施

月

    当社（又は当事業所）では、冷凍空調施設工事の保証に係る保証書は作成していないが、認定工事

日令和

様 式 ７



太枠内を記入してください。

都 道 市 区

府 県 郡

事業所の認定区分・番号

所属

備考１ ※１、※２及び※３は、記入しないで下さい。

  ２ 更新認定申請の区分、名簿掲載の可否及び過去2年間の高圧ガス保安法令の違反（行政処分）の有無は、該当項目を一つ○で囲んで

   下さい。

  ３ 管理者証の写しを添付して下さい。

  ４ 6.2の注1)に該当する場合にあっては所有資格の写しの提出が必要になります。

  ５ 記入についての詳細は別添２を参照して下さい。

生年月日

生年月日 年

事業所の所在地等

令和 年

管理者の区分 生年月日

１．昭和

管理者の区分

２．氏名

３．氏名 管理者の区分

年

２．否

管理者の区分

日

日
１．昭和

※２ 受理年月日

月

日

年
２．平成

－

FAX

管理者の区分

２．平成

※１ 整理番号

１．昭和
生年月日

令和 日

冷 凍 空 調 施 設 工 事 事 業 所 更 新 認 定 （継 続） 申 請 書

４．氏名

１．有
過去2年間の高圧ガス保安法
令の違反（行政処分）の有無

日

日
１．昭和

年
２．平成

月

（       ）      －    

４．B区分認定申請の区分

責 任 者 役 職

事 業 所 名

月

２．無

生年月日

高 圧 ガ ス 保 安 協 会 殿

氏名

５．氏名

TEL

TEL

〒

５．C区分

－ －

２．平成
月

管理者 

１．氏名

３．A区分

（       ）      －    

日
１．昭和

１．S区分 ２．Sp区分

名簿掲載の可否 １．可

事業所の名称

様 式 ８

月年

※３ 指定団体名

フリガナ

年
２．平成

月

連絡担当者

氏 名

月

（    ）    －    



太枠内を記入してください。

－

都 道 市 区

府 県 郡

事業所の認定区分・番号

所属

備考１ ※１、※２及び※３は、記入しないで下さい。

  ２ 名簿掲載の可否及び過去2年間の高圧ガス法令の違反（行政処分）の有無は、該当項目を一つ○で囲んで下さい。

  ３ 管理者証の写しを添付して下さい。

  ４ 6.3.2の注1)に該当する場合にあっては所有資格の写しの提出が必要になります。

  ５ 記入についての詳細は別添３を参照して下さい。

２．平成
管理者の区分

１．昭和

生年月日

FAX

      区分

２．平成

月

２．氏名

２．平成

－

年

→      区分

（       ）      －     

月

１．昭和
３．氏名

（       ）      －    

年

事業所の名称

事業所の所在地等

〒

生年月日５．氏名

管理者の区分

様 式 ９

冷 凍 空 調 施 設 工 事 事 業 所 更 新 認 定  （拡 大） 申 請 書

管理者 

更新認定申請の区分の変更

管理者の区分

年

１．氏名 生年月日

４．氏名

－

年

月

高 圧 ガ ス 保 安 協 会 殿

名簿掲載の可否 １．可 ２．否

（    ）    －    

２．無

氏 名

日

日

年

管理者の区分

年 月

過去2年間の高圧ガス保安法
令の違反（行政処分）の有無

月

フリガナ

※２ 受理年月日

日

事 業 所 名

責 任 者 役 職

１．昭和

氏名

TEL

令和

月

令和

日
２．平成

１．有

月

年

※１ 整理番号

※３ 指定団体名

日
２．平成

管理者の区分

連絡担当者

日

生年月日
１．昭和

TEL

日

生年月日
１．昭和



太枠内を記入してください。

－

都 道 市 区

府 県 郡

事業所の認定区分・番号

所属

備考１ ※１、※２及び※３は、記入しないで下さい。

  ２ 名簿掲載の可否は、該当項目を一つ○で囲んで下さい。

  ３ 管理者証及び認定証を添付して下さい。

  ４ 6.4.2の注5)に該当する場合にあっては所有資格の写しの提出が必要になります。

  ５ 記入についての詳細は別添４を参照して下さい。

フリガナ

TEL

－ －

      区分 →      区分

※１ 整理番号

※３ 指定団体名

※２ 受理年月日 令和

〒

日

１．昭和
２．平成

生年月日
１．昭和

年

年

月

２．平成

生年月日

生年月日
１．昭和

日

月年

年

管理者の区分

１．可 ２．否

日
２．平成

日
２．平成

生年月日

３．氏名

２．氏名

事業所の名称

事業所の所在地等

日

管理者の区分

日

２．平成

管理者の区分

月 日

管理者の区分

連絡担当者
氏名

年 月

氏 名

FAX

年

様 式 １０

冷 凍 空 調 施 設 工 事 事 業 所 の 区 分 変 更 申 請 書

TEL

生年月日

月

管理者の区分５．氏名

事 業 所 名

責 任 者 役 職

１．氏名

（       ）      －    

１．昭和

１．昭和

４．氏名

月

月

令和

年

管理者 

（    ）    －     （    ）    －    

認定申請の区分の変更

名簿掲載の可否

高 圧 ガ ス 保 安 協 会 殿



冷 凍 空 調 施 設 工 事 事 業 所 認 定 証

様 式 １１



様 式 １２

冷 凍 空 調 工 事 保 安 管 理 者 証



                                    

                                    

                                    

                                    

                   殿

                          高圧ガス保安協会

  令和  年  月  日付けをもって申請のありました貴事業所について審査した結果、下記の理由により

 不合格となりましたので通知いたします。

 

冷 凍 空 調 施 設 工 事 事 業 所 認 定 不 合 格 通 知 書

令和  年  月  日

記

高 圧 ガ ス 保 安 協 会

様 式 １３-1



                                    

                                    

                                    

                                    

                   殿

                          高圧ガス保安協会

  令和  年  月  日付けをもって申請のありました貴事業所の区分変更について審査した結果、

 下記の理由により不合格となりましたので通知いたします。

 

様 式 １３-2

冷 凍 空 調 施 設 工 事 事 業 所 の 区 分 変 更 不 合 格 通 知 書

高 圧 ガ ス 保 安 協 会

記

令和  年  月  日



都 道 市 区

府 県 郡

冷凍空調施設工事認定事業所
の名称

フリガナ

事業所の所在地等

〒 －

（       ）      －    

様 式 １４－１

TEL

（フ ル オ ロ カ ー ボ ン 冷 媒 の 冷 凍 施 設 用）



 貴所に設置しました冷凍空調施設について保安確認を実施した結果、下記のとおり支障ありませんでしたので報告します。

保安確認実施記録

高圧部 M P a 低圧部 M P a

高圧部 M P a 低圧部 M P a

1)取付箇所 2)精度

 溶融温度 ℃

作動圧力 M P a

注:新規設置の冷凍空調施設については、下記の該当する□にﾁｪｯｸをして下さい。

□ 貴所に設置しました冷凍空調施設は、高圧ガス保安法第5条第1項の許可設備ですので、同法第20条の完成検査が必要です。

□ 貴所に設置しました冷凍空調施設は、高圧ガス保安法第5条第2項の届出設備ですので、都道府県知事への届け出が必要です。

2.火気との距離の確保

12.破裂板

13.圧力逃がし装置

14.連動装置の設置

15.液面計の保護装置の設置

16.動力設備に保護装置の設置

事業所の認定区分・番号

17.配管の標識の設置

5.耐震設計構造物の衝撃に対して安全な構造

6.耐圧試験の実施

7.気密試験の実施

8.冷媒設備の圧力計

9.安全弁の設置

10.溶栓の設置

11.高圧遮断装置の設置

冷凍空調設備の
機種名

冷凍空調施設
設置場所

所在地

名称

年

3.警戒標の掲示

日

18.バルブの操作

冷凍空調施設
工事事業所

冷凍能力

保 安 確 認 実 施 内 容

冷凍空調設備の
製造番号

                トン

令和保安確認年月日

－

4.防食塗装などの施工

大切に保存して下さい。

月

冷媒ガス名

－

責任者氏名

保安管理者氏名

項  目

1.出入口・開口部の数・面積等



都 道 市 区

府 県 郡

冷凍空調施設工事認定事業所
の名称

事業所の所在地等

〒 －

TEL （    ）    －    

様 式 １４－２

（ア ン モ ニ ア 冷 媒 の 冷 凍 施 設 用）

フリガナ



 貴所に設置しました冷凍空調施設について保安確認を実施した結果、下記のとおり支障ありませんでしたので報告します。

保安確認実施記録

1)取付箇所 2)精度

1)自動制御装置 2)連動装置

1)数量 2)設置場所 3)機能

1)拡散防止 2)除害設備及び除害剤

注:新規設置の冷凍空調施設については、下記の該当する□にﾁｪｯｸをして下さい。

□ 貴所に設置しました冷凍空調施設は、高圧ガス保安法第5条第2項の届出設備ですので、都道府県知事への届け出が必要
    です。

15.消火設備

7.冷媒設備の耐圧試験

8.冷媒設備の気密試験

17.漏えいを検知し､かつ､警報する設備

19.バルブ等の操作に係る措置

16.受液器周囲の流出を防止するための措置(防液
堤又はﾋﾟｯﾄ)

1)安全弁の止め弁の開閉状態、設定値

保安管理者氏名

事業所の認定区分・番号

                トン

3)腐食防止措置

項  目 保 安 確 認 実 施 内 容

2.火気の付近にないこと

3.警戒標

4.漏えいガスが滞留しない構造

1)振動軽減装置

冷凍能力 冷媒ガス名

14.受液器のガラス管液面計

月 日

冷凍空調施設
工事事業所

責任者氏名

5.冷媒ガスが漏えいしない構造 2)衝撃防護措置

6.耐震設計構造物の地震の衝撃に対して安全な構
造

2)高圧ガス遮断装置の設置
3)圧力逃がし装置の設置

1.発火性・引火性の物の堆積状況

－

10.冷媒設備の安全装置

2)液面計の止め弁・自動閉止弁
1)液面計の防護装置

13.受液器の丸形ガラス液面計以外の使用

9.冷媒設備の圧力計

11.動力設備の保護装置

保安確認年月日

－

令和

12.冷媒設備の安全弁等の放出管

冷凍空調施設
設置場所

所在地

名称

年

冷凍空調設備の
機種名

冷凍空調設備の
製造番号

□ 貴所に設置しました冷凍空調施設は、高圧ガス保安法第5条第1項の許可設備ですので、同法第20条の完成検査が必要
    です。

                         大切に保存してください。

18.毒性ガスの除害の措置



冷 凍 空 調 施 設 保 安 確 認 実 施 証 

様 式 １５



高圧ガス保安協会 殿            

事業所名

責任者役職

氏   名

事故発生日時

 マニュアル１１ 認定事業所の義務に基づき、設置工事又はその工事終了後に当該設備に係る高圧ガ
ス事故が発生しましたので報告致します。

様 式 １６

事業所の
認定区分・番号

事 故 報 告 書

冷媒ガス名

冷凍能力                          トン

令和

注:事故の詳細は、別紙にて報告すること。

事故発生場所

年 月 日



太枠内を記入してください。

都 道 市 区

府 県 郡

備考１ ※１、※２及び※３は、記入しないで下さい。

  ２ 変更する内容は、該当項目を一つ若しくは複数に○で囲んで下さい。

  ３ 記入についての詳細は別添６を参照して下さい。

年

－ －

FAX （       ）      －    

変更事項

年 日

事業所の所在地等

－〒

（       ）      －    

事業所の認定区分・番号

様 式 １７

※２ 受理年月日 令和

TEL

月

※３ 指定団体名

２．事業所の名称
の変更

３．管理者の変更
１．事業所の所在地

の変更

令和

変更する内容

月

４．管理者証の
資格区分の変更

高 圧 ガ ス 保 安 協 会 殿

日

氏 名

事 業 所 名

責 任 者 役 職

新

旧

冷 凍 空 調 施 設 工 事 事 業 所 認 定 申 請 内 容 変 更 届

※１ 整理番号



太枠内を記入してください。

都 道 市 区

府 県 郡

備考１ ※１、※２及び※３は、記入しないで下さい。

  ２ 変更する内容は、該当項目を一つ若しくは複数に○で囲んで下さい。

  ３ 記入についての詳細は別添７を参照して下さい。

年 日月

氏 名

高 圧 ガ ス 保 安 協 会 殿

承継後の事業所の名称

※３ 指定団体名

－

事 業 所 名

責 任 者 役 職

令和

－

年

TEL

冷 凍 空 調 施 設 工 事 事 業 所 認 定 承 継 届

※１ 整理番号

－

様 式 １８

月

承継された事業所の名称

承継された事業所の所在地等

〒

事業所の認定区分・番号

（       ）      －     FAX （       ）      －    

日※２ 受理年月日 令和



太枠内を記入してください。

都 道 市 区

府 県 郡

備考  ※１、※２及び※３は、記入しないで下さい。

日

事業所の認定区分・番号

事 業 所 名

令和

返納する事業所の所在地等

〒

令和 年 月

－

責 任 者 役 職

氏 名

高 圧 ガ ス 保 安 協 会 殿

認 定 事 業 返 納 年 月 日 令和 年 月 日

認 定 事 業 返 納 の 理 由

※２ 受理年月日 日

－－

事業所の名称

フリガナ

（       ）      －     FAX （       ）      －    

※３ 指定団体名

TEL

様 式 １９

冷 凍 空 調 施 設 工 事 事 業 所 認 定 返 納 届

※１ 整理番号 年 月



太枠内を記入してください。

備考１ ※１、※２及び※３は、記入しないで下さい。

  ２ 再交付の種類は、該当項目を一つ○で囲んで下さい。

様 式 ２０

認定証・管理者証再交付申請書

年 月

－ －

高 圧 ガ ス 保 安 協 会 殿

１．認定証 ２．管理者証

－ －

再交付の申請の理由

管理者証の証書番号

事 業 所 名

責 任 者 役 職

氏 名

－

令和 日

※２ 受理年月日 月 日

※３ 指定団体名

フリガナ

事業所の名称

事業所の認定区分・番号

再交付の種類

※１ 整理番号 年令和



別表１

認定の区分とその範囲並びに工事実績及び管理者の資格条件

認定の区分 Ｓ Ｓｐ Ａ Ｂ Ｃ

アンモニア冷媒に係るもの フルオロカーボン冷媒に係るもの

冷凍能力３㌧ 冷凍能力３㌧ 冷凍能力３㌧ 冷凍能力３㌧ 冷凍能力３㌧
以上のアンモ 以上２０㌧未 以上のフルオ 以上２０㌧未 以上２０㌧未

認定の工事 ニア冷凍空調 満のアンモニ ロカーボン冷 満のフルオロ 満のフルオロ
範囲 施設の工事 ア冷凍空調施 凍空調施設の カーボン冷凍 カーボン冷凍

設のうち、現 工事 空調施設の工 空調施設のう
地での冷媒配 事（認定区分 ちパッケージ
管施工のない Ｃに該当する ユニット ※ の
工事 ものを含む。） 工事

工事の実績 冷凍能力３㌧以上のアンモニ 冷凍能力３トン以上のフルオロカーボン冷凍空
(認定要件) ア冷凍空調施設に係る工事の 調施設に係る工事の実績

実績

管 理 携わっ 冷凍能力３㌧以上のアンモニ 冷凍能力３トン以上のフルオロカーボン冷凍空
者 の た工事 ア冷凍空調施設に係る工事の 調施設に係る工事の実績
資 格 の実績 実績
条 件

１．技術士（機 １．左 同 １．左 同 １．左 同 １．左 同
(認定 械部門（熱工
要件） 学 ）） 資 格 取

得

所有 ２．第一種冷 ２．第一種、 ２．第一種冷凍 ２．第一種、二 ２．左 同
資格 凍機械責任者 二種、三種冷 機械責任者試験 種、三種冷凍機

試験合格 凍機械責任者 合格 械責任者試験合
試験合格 格

(1.～
5.の内 ３．第一種冷 ３．第一種、 ３．第一種冷凍 ３．第一種、二 ３．左 同
いずれ 凍空調技士試 二種冷凍空調 空調技士試験に 種冷凍空調技士
か一つ 験に合格し、 技士試験に合 合格し、登録 試験に合格し、
あれば 登録 格し、登録 登録
よい。）

４．一級冷凍 ４．一級、二 ４．一級冷凍空 ４．一級、二級 ４．左 同
空気調和機器 級冷凍空気調 気調和機器施工 冷凍空気調和機
施工技能士資 和機器施工技 技能士資格取得 器施工技能士資
格取得者であ 能士資格取得 者で、別に定め 格取得者で、別
って、別に定 者で、別に定 る付加講習を受 に定める付加講
める付加講習 める付加講習 講 習を受講
を受講 を受講

５．アンモニ ５．アンモニ ５．フルオロカ ５．フルオロカ ５．フルオロ
アを冷媒とす アを冷媒とす ーボンを冷媒と ーボンを冷媒と カーボンを冷
る冷凍空調施 る冷凍空調施 する冷凍空調施 する冷凍空調施 媒とする冷凍
設工事の工事･ 設工事の工事･ 設工事の工事･ 設工事の工事･ 空調施設工事
修理に関する 修理に関する 修理に関する経 修理に関する経 の工事･修理に
経験を５年間 経験を２年間 験を５年間以上 験を３年間以上 関する経験を
以上有する者 以上有する者 有する者であっ 有する者であっ ２年間以上有
であって、別 であって、別 て、別に定める て、別に定める する者であっ
に定める講習 に定める講習 講習の修了 講習の修了 て、別に定め
の修了 の修了 る講習の修了

受講 Ｓ又はＳｐ区分に係る保安確 保安確認講習（受講時間３時間）
講習 認講習（受講時間４時間）

備考 ※ 空調のための冷凍施設のうち、ロット生産されるユニット型機器を用いる施設で次の
範囲内のもの

１．シングルパッケージユニット
２．セパレートユニットで室外ユニットと室内ユニットの組合せが限定され、あたかも単

一ユニットのように構成されるもので、冷凍能力１０トン未満のもの



別表２ 

 

 

表１ 手数料表 

 

（消費税込み） 

認定の区分 

 

 

申  請 

Ｓ Ｓｐ Ａ Ｂ Ｃ 

アンモニア冷媒に係るもの フルオロカーボン冷媒に係るもの 

新規認定 40,200 20,400 40,200 32,100 20,400 

更新認定 30,700 14,900 30,700 26,600 14,900 

更 

新 

拡 

大 

Ｓｐ→Ｓ 39,000  
 

 

 

 

 

 

Ｂ→Ａ 
 

 

 

 
38,700 

 

 

 

 

Ｃ→Ｂ 
 

 

 

 

 

 
26,900 

 

 

Ｃ→Ａ 
 

 

 

 
39,000 

 

 

 

 

区 
分 

変 

更 

Ｓｐ→Ｓ 23,600 
 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ→Ａ 
 

 

 

 
11,500 

 

 

 

 

Ｃ→Ｂ 
 

 

 

 

 

 
11,500 

 

 

Ｃ→Ａ 
 

 

 

 
23,600 

 

 

 

 



 アンモニア冷媒に係るものとフルオロカーボン冷媒に係るものを同時に申請する

場合には、表１のアンモニア冷媒に係る手数料とフルオロカーボン冷媒に係る手数

料を合計した額とするが、表２の組み合わせにより申請をする場合は、表２の手数

料額とする。 

 

表２ 「アンモニア冷媒に係るもの」と「フルオロカーボン冷媒に係るもの」を

同時に申請をする場合の手数料 

（消費税込み） 

認定の区分 アンモニア冷媒に係るもの 

     Ｓ Ｓｐ Ｓ Ｓｐ Ｓｐ→Ｓ Ｓｐ→Ｓ 

    
申請の 

種 類 
新規 更新 

更新 

拡大 
区分変更 

听
呂
吁
呄
吂
呎
吳
呉
冷
媒
双
係
召
口
叏 

Ａ 

新規 

54,600 54,600 54,600 54,600 54,600 

表１の 

合計額 

Ｂ 54,600 46,500 46,500 46,500 53,400 

Ｃ 54,600 34,800 45,100 34,800 53,400 

Ａ 

更新 

54,600 45,100 45,100 45,100 53,400 

Ｂ 54,600 41,000 45,100 41,000 53,400 

Ｃ 54,600 34,800 45,100 29,300 53,400 

Ｂ→Ａ 

更新 

拡大 

54,600 53,100 53,100 53,100 53,400 

Ｃ→Ｂ 54,600 41,300 45,100 41,300 53,400 

Ｃ→Ａ 54,600 53,400 53,400 53,400 53,400 

Ｂ→Ａ 

区分 

変更 
表１の合計額 

34,300 

Ｃ→Ｂ 34,300 

Ｃ→Ａ 34,300 

 



別表３ 

冷凍空調施設工事事業所認定申請書提出先指定団体名簿 

令和８年４月１日現在 

①一般社団法人日本冷凍空調設備工業連合会の構成団体 

名称 

一般社団法人北海道冷凍空調設備工業会 

青森県冷凍空調設備工業会 

岩手県冷凍空調設備工業会 

一般社団法人宮城県冷凍空調設備工業会 

秋田県冷凍空調設備工業会 

一般社団法人山形県冷凍空調設備工業会 

一般社団法人福島県冷凍空調設備工業会 

茨城県冷凍空調設備協会 

一般社団法人栃木県冷凍空調工業会 冷凍空調設備部会 

協同組合群馬県機械設備工業会 

一般社団法人埼玉県冷凍空調工業会 

千葉県冷凍空調設備協会 

一般社団法人東京都冷凍空調設備協会 

神奈川県冷凍空調設備協同組合 

新潟県冷凍空調設備協会 

一般社団法人富山県冷凍空調設備工業会 

一般社団法人石川県冷凍空調設備工業会 

一般社団法人山梨県冷凍空調設備保安協会 

岐阜県冷凍空調設備協会 

一般社団法人静岡県冷凍空調工業会 

一般社団法人中部冷凍空調設備協会 

一般社団法人三重県管工事工業協会 冷凍空調部会 

一般社団法人近畿冷凍空調工業会 

一般社団法人広島県冷凍空調工業会 

一般社団法人鳥取県冷凍空調工業会 

一般社団法人島根県冷凍空調工業会 

一般社団法人山口県冷凍空調工業会 

徳島県空調冷凍工業会 

一般社団法人香川県冷凍空調設備工業協会 

一般社団法人愛媛県冷凍空調設備工業会 

一般社団法人高知県冷凍空調設備工業会 

一般社団法人西日本冷凍空調工業会 

宮崎県冷凍空調工業会 

一般社団法人鹿児島県冷凍空調工業保安協会 

沖縄県冷凍空調設備協会 



②各都道府県冷凍設備保安協会

名称 

一般社団法人北海道冷凍設備保安協会 

青森県冷凍設備保安協会 

岩手県冷凍設備保安協会 

宮城県冷凍設備保安協会 

秋田県冷凍設備保安協会 

山形県冷凍協会 

福島県冷凍設備保安協会 

茨城県冷凍設備保安協会 

一般社団法人栃木県冷凍空調工業会 冷凍施設保安部会 

群馬県冷凍設備保安協会 

埼玉県冷凍設備保安協会 

一般社団法人千葉県冷凍設備保安協会 

公益社団法人東京都高圧ガス保安協会 

一般社団法人神奈川県高圧ガス保安協会 

新潟県冷凍空調設備保安協会 

富山県冷凍設備保安協会 

石川県冷凍設備保安協会 

福井県冷凍設備保安協会 

⾧野県冷凍空調保安協会 

岐阜県冷凍設備保安協会 

一般財団法人静岡県環境・産業保安機構 

愛知県冷凍設備保安協会 

三重県冷凍設備保安協会 

滋賀県高圧ガス保安協会 

京都府冷凍設備保安協会 

大阪府冷凍設備保安協会 

和歌山県冷凍設備保安協会 

岡山県冷凍設備保安協会 

広島県冷凍設備保安協会 

山口県高圧ガス保安協会 

徳島県冷凍設備保安協会 

香川県冷凍設備保安協会 

高知県冷凍設備保安協会 

福岡県冷凍設備保安協会 



名称 

佐賀県冷凍設備保安協会 

⾧崎県冷凍設備保安協会 

熊本県高圧ガス保安協会 

一般社団法人大分県高圧ガス保安協会 

宮崎県冷凍保安協議会 

鹿児島県冷凍設備保安協会 

一般社団法人沖縄県高圧ガス保安協会 



冷凍空調施設工事事業所マニュアル 別添 



 

冷凍空調施設工事事業所認定申請マニュアル 別添１ 

 

 

 

新規認定に係る申請書作成等の手引き 

 

 

 

１．冷凍空調施設工事事業所新規認定申請書の提出先等について 

（１）提出先：マニュアル別表３に定める指定団体 

（２）受付期間：次の期間とする。 

認定日が３月１５日の場合：１２月１５日から１月１６日まで 

認定日が７月１日の場合：４月５日から４月３０日まで 

ただし、受付期間の最終日が休日の場合には、受付期間を１日延長する。 

また、最終日が土曜日の場合には、翌週月曜日を最終日とする。 

 

２．提出書類の数 

正副各１通を提出するものとする。 

 

３．冷凍空調施設工事事業所新規認定の申請等 

（１）新規認定の申請 

① 冷凍空調施設工事事業所の新規認定申請をしようとする者は、事業所ごと

に（２）に掲げる申請書及び添付書類（以下「申請書類」という。）を指定

団体へ持参又は郵送するものとする。 

② 認定手数料は、申請書類を提出するときに納付するものとするが、郵送の

場合は、提出先の指定団体の指示によること。 

③ 申請書類が所定の要件を満たしていない場合は、申請書類は受理されな

い。 

  この場合は手数料を返還する。 

④ 申請書類が受理された後は、正当な理由がある場合を除き、手数料は返金

しない。 

⑤ 手数料は、別表２のとおりとする。 

 

（２）申請書及び添付書類 

申請書及び添付書類は次のとおりとする。 

① 様式１「冷凍空調施設工事事業所新規認定申請書」 

② 様式２「冷凍空調施設の保証及びサービス体制等」注１） 

③ 様式３「工事実績表」 

④ 様式４「事業所の組織及び人員配置図」 

⑤ 様式５「事業所案内図」 

⑥ 様式６「冷凍空調工事保安管理者経歴書」注２）注３） 

⑦ 様式７「誓約書」（保証書のない場合に限る。）注４） 

注１）②の「１．冷凍空調施設の保証」の「保証書の有無」が「有」の場合は、保証書の

サンプル又は過去に発行した保証書の写しを添付すること。 



注２）⑥には、修了印のある「冷凍空調工事保安管理者講習受講票」の写し、及び別表１

の所有資格欄に定める所有資格の証明書の写しを添付すること。 

注３）⑥は、過去に冷凍空調工事保安管理者証（以下「管理者証」という。）の交付を受

け、別表１に定める管理者としての要件を満足している者にあっては、その管理者証及

び所有資格の証明書の写しに替えることができる。 

注４）⑦は、②の「１．冷凍空調施設の保証」の「保証書の有無」が「無」の場合は添付

すること。 

 

４．申請書等の記入について 

 

（１）様式１「冷凍空調施設工事事業所 新規認定申請書」 

 

① 「事業所の名称」は、○○○○株式会社○○○工場、有限会社○○○商会

○○○営業所等と記入すること。 

 

② 「事業所の所在地等」の所在地は、○○県○○市○○町３-４○○ビルディ

ングと番地を略して記入してもよい。 

「電話番号」及び「ＦＡＸ番号」は、市外局番、市内局番、番号を記入する。

（例（03）3436-6103） 

 

③ 「認定申請の区分」は、マニュアル４．の「認定の区分」を参照し、申請す

る区分を○で囲む。 

 

④ 「管理者」は、認定の区分に応じた資格・条件を満たしている者を選任し、

その者の氏名、管理者の区分及び生年月日を記入すること。 

管理者の区分は、別表１の「管理者の資格条件」を参照し記入すること。

また、認定の区分に応じて記入すること。具体的には、事業所の認定の区分

がＳ及びＳｐの申請においてはＳ又はＳｐを記入し、事業所の認定の区分が

Ａ、Ｂ及びＣの申請においてはＡ、Ｂ又はＣのいずれかを記入すること。 

管理者は、工事の実態に応じて複数の者を選任することが望ましい。 

管理者を６名以上選任する事業所については、様式１を必要部数記入して

提出すること。 

 

⑤ 「名簿掲載の可否」は、高圧ガス保安協会が作成する認定工事事業所名簿

に自事業所名を載せても差し支えない場合には可に、反対に載せたくない場

合には否に、各々○で囲むこと。 

なお、同名簿には認定番号、認定事業所名、所在地、電話番号が載ります。

この名簿は高圧ガス保安協会のホームページ上に載ります。 

 

⑥ 「申請日前２年間の高圧ガス保安法令の違反（行政処分）の有無」は、該

当するものを○で囲むこと。 

 

⑦ 「連絡担当者」は、申請の内容について、指定団体又は高圧ガス保安協会か

らの照会に回答ができる者の所属、氏名及び電話番号を記入すること。 

 



⑧ 「責任者役職」とは、事業所の長（○○工場においては、工場長、○○支店

においては支店長）をいう。ここでいう事業所の長とは、課長、班長等を含

まない。 

 

 

（２）様式２「冷凍空調施設の保証及びサービス体制等」 

 

① 「１．冷凍空調施設の保証」について 

冷凍空調施設を使用者に引き渡した後、当該冷凍空調施設の安全、作動等

についての保証期間の年数を記入し、また、保証書の有無については、該当

するものを○で囲むこと。 

 

② 「１．冷凍空調施設の保証」の「保証書の有無」が「有」の場合は、保証

書のサンプル又は過去に発行した保証書の写しを添付すること。 

 

③ 「２．サービス体制」について 

 ・「苦情処理窓口」は、ユーザーの問合せ、相談、苦情申出を受ける窓口の 

名称（部署名）を記入すること。 

 ・「苦情処理体制」は、苦情の受付から処理に至るまでの経過について、フ 

ローを図示等して記入すること。 

 ・「定期点検の実施状況」は定期点検の実施部署、人員、実施内容について 

記入すること。 

（例「実施部署：サービス課３名、 

実施内容：圧力計、安全装置及び自動制御装置の作動調整、冷媒、 

冷水及び冷却水系統の漏れの点検及び補修、冷媒、油の 

交換及び補充、全般的な作動、性能及び安全性の確認」） 

 

（３）様式３「工事実績表」 

 

① 「表１ 工事実績表」は、直近３年間の全ての欄について冷凍能力３トン

以上の冷凍空調施設の工事実績数（基数）を記入すること。ここでいう、「直

近３年間」とは、認定年の前年から３年間をいう。また、工事実績がない年

は０を記入し、合計数を記入すること。 

（例 令和２年３月１５日認定の場合、平成２９、３０年及び令和元年の工事

実績を記入する。） 

Ｓ及びＳｐ区分の申請は、「冷凍能力３トン以上のアンモニア冷凍空調施

設」の欄に記入し、また、Ａ、Ｂ及びＣ区分の申請は、「冷凍能力３トン以

上のフルオロカーボン冷凍空調施設」の欄に記入すること。 

 

② 「表２ 主な工事実績一覧」は、「表１ 工事実績表」の直近３年間におけ

る各年に応じた主な工事について記入すること。 

 ・ 「冷凍空調施設の冷媒ガス名」は、次の例にならい記入すること。 

（例 Ｒ２２、Ｒ１３４ａ、アンモニア） 

  ・ 「工事内容」は、次の例にならい記入すること。 

（例「パッケージエアコン１基据付け」、「空調設備の冷媒配管工事」、



「圧縮機、凝縮器交換工事」） 

・「冷凍能力（トン）」については、冷凍能力３トン以上の冷凍空調施設を

記入すること。 

 

（４）様式４「事業所の組織及び人員配置図」 

 

事業所における組織及び人員配置について次の例にならい記入すること。 

特に管理者の人数を所属部署に記入すること。 

 

 

 

○○株式会社 

○○営業所 

(所長) 

庶務課（３人） 

営業課（３人） 

経理課（２人） 

工事課（６人） 

営業課（３人） 

（管理者３名） 

（管理者２名） 



 
（５）様式５「事業所案内図」 

最寄りの駅等から事業所までに至る案内図を記入すること。 

 

 

（６）様式６「冷凍空調工事保安管理者経歴書」 

 

① 「氏名」は、戸籍上の氏名を正確に記入すること。 

 

② 「生年月日」は年号から記入すること。 

 

③ 「携わった工事の実績」について 

  ・ 「職歴」は、空調、冷凍等に関するものを記入すること。 

（例「○○株式会社において、冷凍能力○ﾄﾝのパッケージエアコンの据付、試

運転に従事」） 

また、工事実績のある冷凍設備における冷媒ガスをフロン又はアンモニア

のいずれかから○で囲むこと。なお、フロンの申請においてはフロンの工事

実績を、アンモニアの申請においてはアンモニアの工事実績を記入すること。 

 

④ 「管理者の資格条件」について 

・ 「所有資格」は、1.から 5.までのいずれかを選択して記入すること。1.か

ら 4.までにおいては、資格の等級で該当するものを○で囲むこと。5.にお

いては、基礎講習と工事経験年数をどちらも○で囲むこと。 

・ 「冷凍空調工事保安管理者講習」は、冷凍空調工事保安管理者講習受講票

を参照して、年号（昭和・平成・令和）を○で囲み、修了年月日及び受講

票番号を記入すること。 

 

 

⑤ 「責任者役職」とは、事業所の長（○○工場においては、工場長、○○支

店においては支店長）をいう。ここでいう事業所の長とは、課長、班長等を

含まない。 

 

⑥ 様式６には、修了印のある「冷凍空調工事保安管理者講習受講票」の写し、

及び別表１の所有資格欄に定める所有資格の証明書の写しを添付する。 

なお、過去に冷凍空調工事保安管理者証（以下「管理者証」という。）の

交付を受け、別表１に定める管理者としての要件を満足している者にあって

は、その管理者証及び所有資格の証明書の写しに替えることができる。 

 

 



 

冷凍空調施設工事事業所認定申請マニュアル 別添２ 

 

 

 

更新認定（継続）に係る申請書作成等の手引き 

 

 

 

１．冷凍空調施設工事事業所更新認定申請書の提出先等について 

（１）提出先：原則として、以前の認定時に申請書類を提出したマニュアル別表３

に定める指定団体 

（２）受付期間：次の期間とする。 

認定日が３月１５日の場合：１２月１５日から１月１６日まで 

認定日が７月１日の場合：４月５日から４月３０日まで 

ただし、受付期間の最終日が休日の場合には、受付期間を１日延長する。 

また、最終日が土曜日の場合には、翌週月曜日を最終日とする。 

 

２．提出書類の数 

正副各１通を提出するものとする。 

 

３．冷凍空調施設工事事業所更新認定の申請等 

（１）更新認定の申請 

① 冷凍空調施設工事事業所の更新認定申請をしようとする者は、事業所ごと

に（２）に掲げる申請書及び添付書類（以下「申請書類」という。）を指定

団体へ持参又は郵送するものとする。 

② 認定手数料は、申請書類を提出するときに納付するものとするが、郵送の

場合は、提出先の指定団体の指示によること。 

③ 申請書類が所定の要件を満たしていない場合は、申請書類は受理されな

い。 

  この場合は手数料を返還する。 

④ 申請書類が受理された後は、正当な理由がある場合を除き、手数料は返金

しない。 

⑤ 手数料は、別表２のとおりとする。 

 

（２）申請書及び添付書類 

申請書及び添付書類は次のとおりとする。 

① 様式８「冷凍空調施設工事事業所 更新認定（継続）申請書」 

② 交付されている有効期限内の冷凍空調工事保安管理者証の写し 

ただし、次に掲げるいずれか一つでも該当する場合にあっては、管理

者証の写しに加えて所有資格の証明書の写しも提出する。 

❶前回交付を受けた管理者の区分から変更がある場合 

❷有効期限外の管理者証の写しを提出する場合 

❸前回提出した所有資格から変更がある場合 

 



 

※ ③は、新たに選任する管理者についてのみ提出すること。 

③ 様式６「冷凍空調工事保安管理者経歴書」注１）注２） 

注１）③には、修了印のある「冷凍空調工事保安管理者講習受講票」の写し、及び別表１の

所有資格欄に定める所有資格の証明書の写しを添付する。 

注２）③は、過去に冷凍空調工事保安管理者証（以下「管理者証」という。）の交付を受け、

別表１に定める管理者としての要件を満足している者にあっては、その管理者証及び

所有資格の証明書の写しに替えることができる。 

 

※ 以下の④から⑥は、前回認定時から変更のある場合のみ提出すること。 

④ 様式２「冷凍空調施設の保証及びサービス体制等」注３） 

⑤ 様式５「事業所案内図」 

⑥ 様式７「誓約書」（保証書のない場合に限る。）注４） 

注３）④の「１．冷凍空調施設の保証」の「保証書の有無」が「有」の場合は、保証書のサ

ンプル又は過去に発行した保証書の写しを添付すること。 

注４）⑥は、③の「１．冷凍空調施設の保証」の「保証書の有無」が「無」の場合は添付す

ること。 

 

４．申請書等の記入について 

 

（１）様式８「冷凍空調施設工事事業所更新認定（継続）申請書」 

 

① 「事業所の名称」は、○○○○株式会社○○○工場、有限会社○○○商会

○○○営業所等と記入すること。 

 

② 「事業所の所在地等」の所在地は、○○県○○市○○町３-４○○ビルディ

ングと番地を略して記入してもよい。 

「電話番号」及び「ＦＡＸ番号」は、市外局番、市内局番、番号を記入する。 

（例（03）3436-6103） 

 

③ 「事業所の認定区分・番号」は、冷凍空調施設工事事業所認定証を参照し、

その認定区分・番号を記入すること。 

 例： １２－Ａ－０００ 

 

④ 「認定申請の区分」は、マニュアル４．の「認定の区分」を参照し、申請

する区分を○で囲むこと。 

 

⑤ 「管理者」は、認定の区分に応じた資格・条件を満たしている者を選任し、

その者の氏名、管理者の区分及び生年月日を記入すること。 

管理者の区分は、別表１の「管理者の資格条件」を参照し記入すること。

また、認定の区分に応じて記入すること。具体的には、事業所の認定の区分

がＳ及びＳｐの申請においてはＳ又はＳｐを記入し、事業所の認定の区分が

Ａ、Ｂ及びＣの申請においてはＡ、Ｂ又はＣのいずれかを記入すること。 

管理者は、工事の実態に応じて複数の者を選任することが望ましい。 

管理者を６名以上選任する事業所については、様式８を必要部数記入して



提出する。 

 

⑥ 「名簿掲載の可否」は、高圧ガス保安協会が作成する認定工事事業所名簿

に自事業所名を載せても差し支えない場合には可に、反対に載せたくない場

合には否に、各々○で囲むこと。 

なお、同名簿には認定番号、認定事業所名、所在地、電話番号が載ります。

この名簿は高圧ガス保安協会のホームページ上に載ります。 

 

⑦ 「過去２年間の高圧ガス保安法令の違反（行政処分）の有無」は、該当す

るものを○で囲むこと。 

 

⑧ 「連絡担当者」は、申請の内容について、指定団体又は高圧ガス保安協会 

からの照会に回答ができる者の所属、氏名及び電話番号を記入すること。 

 

⑨ 「責任者役職」とは、事業所の長（○○工場においては、工場長、○○支 

店においては支店長）をいう。ここでいう事業所の長とは、課長、班長等を 

含まない。 

 

 

（２）様式２「冷凍空調施設の保証及びサービス体制等」 

 

① 「１．冷凍空調施設の保証」について 

冷凍空調施設を使用者に引き渡した後、当該冷凍空調施設の安全、作動等

についての保証期間の年数を記入し、また、保証書の有無については、該当

するものを○で囲むこと。 

 

② 「１．冷凍空調施設の保証」の「保証書の有無」が「有」の場合は、保証

書のサンプル又は過去に発行した保証書の写しを添付すること。 

 

③ 「２．サービス体制」について 

 ・「苦情処理窓口」は、ユーザーの問合せ、相談、苦情申出を受ける窓口の 

名称（部署名）を記入すること。 

 ・「苦情処理体制」は、苦情の受付から処理に至るまでの経過について、フ 

ローを図示等して記入すること。 

 ・「定期点検の実施状況」は定期点検の実施部署、人員、実施内容について 

記入すること。 

（例「実施部署：サービス課３名、 

実施内容：圧力計、安全装置及び自動制御装置の作動調整、冷媒、 

冷水及び冷却水系統の漏れの点検及び補修、冷媒、油の 

交換及び補充、全般的な作動、性能及び安全性の確認」） 

 

（３）様式５「事業所案内図」 

最寄りの駅等から事業所までに至る案内図を記入すること。 

 

 



（４）様式６「冷凍空調工事保安管理者経歴書」 

 

① 「氏名」は、戸籍上の氏名を正確に記入すること。 

 

② 「生年月日」は年号から記入すること。 
 

③ 「携わった工事の実績」について 

  ・ 「職歴」は、空調、冷凍等に関するものを記入すること。 

（例「○○株式会社において、冷凍能力○ﾄﾝのパッケージエアコンの据付、試

運転に従事」） 

また、工事実績のある冷凍設備における冷媒ガスをフロン又はアンモニア

のいずれかから○で囲むこと。なお、フロンの申請においてはフロンの工事

実績を、アンモニアの申請においてはアンモニアの工事実績を記入すること。 

 

④ 「管理者の資格条件」について 

・ 「所有資格」は、1.から 5.までのいずれかを選択して記入すること。1.か

ら 4.までにおいては、資格の等級で該当するものを○で囲むこと。5.にお

いては、基礎講習と工事経験年数をどちらも○で囲むこと。 

・ 「冷凍空調工事保安管理者講習」は、冷凍空調工事保安管理者講習受講票

を参照して、年号（昭和・平成・令和）を○で囲み、修了年月日及び受講

票番号を記入すること。 

 

⑤ 「責任者役職」とは、事業所の長（○○工場においては、工場長、○○支

店においては支店長）をいう。ここでいう事業所の長とは、課長、班長等を

含まない。 

 

⑥ 様式６には、修了印のある「冷凍空調工事保安管理者講習受講票」の写し、

及び別表１の所有資格欄に定める所有資格の証明書の写しを添付する。 

なお、過去に冷凍空調工事保安管理者証（以下「管理者証」という。）の

交付を受け、別表１に定める管理者としての要件を満足している者にあって

は、その管理者証及び所有資格の証明書の写しに替えることができる。 

 



 

冷凍空調施設工事事業所認定申請マニュアル 別添３ 

 

 

 

更新認定（拡大）に係る申請書作成等の手引き 

 

 

 

１．冷凍空調施設工事事業所更新認定（拡大）申請書の提出先等について 

（１）提出先：原則として、以前の認定時に申請書類を提出したマニュアル別表３

に定める指定団体 

（２）受付期間：次の期間とする。 

認定日が３月１５日の場合：１２月１５日から１月１６日まで 

認定日が７月１日の場合：４月５日から４月３０日まで 

ただし、受付期間の最終日が休日の場合には、受付期間を１日延長する。 

また、最終日が土曜日の場合には、翌週月曜日を最終日とする。 

 

２．提出書類の数 

正副各１通を提出するものとする。 

 

３．冷凍空調施設工事事業所更新認定の申請等 

（１）更新認定の申請 

① 冷凍空調施設工事事業所の更新認定（拡大）申請をしようとする者は、事

業所ごとに（２）に掲げる申請書及び添付書類（以下「申請書類」という。）

を指定団体へ持参又は郵送するものとする。 

② 認定手数料は、申請書類を提出するときに納付するものとするが、郵送の

場合は、提出先の指定団体の指示によること。 

③ 申請書類が所定の要件を満たしていない場合は、申請書類は受理されな

い。 

  この場合は手数料を返還する。 

④ 申請書類が受理された後は、正当な理由がある場合を除き、手数料は返金

しない。 

⑤ 手数料は、別表２のとおりとする。 

 

（２）申請書及び添付書類 

申請書及び添付書類は次のとおりとする。 

① 様式９「冷凍空調施設工事事業所 更新認定（拡大）申請書」 

② 交付されている有効期限内の冷凍空調工事保安管理者証の写し 

ただし、次に掲げるいずれか一つでも該当する場合にあっては、管理者証

の写しに加えて所有資格の証明書の写しも提出する。 

   ❶前回交付を受けた管理者の区分から変更がある場合 

   ❷有効期限外の管理者証の写しを提出する場合 

❸前回提出した所有資格から変更がある場合 

 



※ ③は、新たに選任する管理者についてのみ提出する。 

③ 様式６「冷凍空調工事保安管理者経歴書」注１）注２） 

注１）③には、修了印のある「冷凍空調工事保安管理者講習受講票」の写し、及び別表１

の所有資格欄に定める所有資格の証明書の写しを添付する。 

注２）③は、過去に冷凍空調工事保安管理者証（以下「管理者証」という。）の交付を受

け、別表１に定める管理者としての要件を満足している者にあっては、その管理者証及

び所有資格の証明書の写しに替えることができる。 

 

※ 以下の④及び⑤は、前回認定時から変更のある場合のみ提出する。 

④ 様式２「冷凍空調施設の保証及びサービス体制等」注３） 

⑤ 様式５「事業所案内図」 

⑥ 様式７「誓約書」（保証書のない場合に限る。）注４） 

注３）④の「１．冷凍空調施設の保証」の「保証書の有無」が「有」の場合は、保証書の

サンプル又は過去に発行した保証書の写しを添付すること。 

注４）⑥は、④の「１．冷凍空調施設の保証」の「保証書の有無」が「無」の場合は添付

すること。 

 

４．申請書等の記入について 

 

（１）様式９「冷凍空調施設工事事業所更新認定（拡大）申請書」 

 

① 「事業所の名称」は、○○○○株式会社○○○工場、有限会社○○○商会

○○○営業所等と記入すること。 

 

② 「事業所の所在地等」の所在地は、○○県○○市○○町３-４○○ビルディ

ングと番地を略して記入してもよい。 

「電話番号」及び「ＦＡＸ番号」は、市外局番、市内局番、番号を記入する。 

（例 (03)3436-6103） 

 

③ 「事業所の認定区分・番号」は、冷凍空調施設工事事業所認定証を参照し、

その認定区分・番号を記入すること。 

 例： １２－Ａ－０００ 

 

④ 「更新認定申請の区分の変更」は、マニュアル４．の「認定の区分」を参

照し、以下の例のように記入すること。 

 例１： Ｃ区分  → Ａ区分 

 例２： Ｓｐ区分 → Ｓ区分 

 

⑤ 「管理者」は、認定の区分に応じた資格・条件を満たしている者を選任し、

その者の氏名、管理者の区分及び生年月日を記入すること。 

管理者の区分は、別表１の「管理者の資格条件」を参照し記入すること。

また、認定の区分に応じて記入すること。具体的には、事業所の認定の区分

がＳ及びＳｐの申請においてはＳ又はＳｐを記入し、事業所の認定の区分が

Ａ、Ｂ及びＣの申請においてはＡ、Ｂ又はＣのいずれかを記入すること。 

管理者は、工事の実態に応じて複数の者を選任することが望ましい。 



管理者を６名以上選任する事業所については、様式９を必要部数記入して

提出する。 

 

⑥ 「名簿掲載の可否」は、高圧ガス保安協会が作成する認定工事事業所名簿

に自事業所名を載せても差し支えない場合には可に、反対に載せたくない場

合には否に、各々○で囲むこと。 

なお、同名簿には認定番号、認定事業所名、所在地、電話番号が載ります。

この名簿は高圧ガス保安協会のホームページ上に載ります。 

 

⑦ 「過去２年間の高圧ガス保安法令の違反（行政処分）の有無」は、該当す

るものを○で囲むこと。 

 

⑧ 「連絡担当者」は、申請の内容について、指定団体又は高圧ガス保安協会

からの照会に回答ができる者の所属、氏名及び電話番号を記入すること。 

 

⑨ 「責任者役職」とは、事業所の長（○○工場においては、工場長、○○支

店においては支店長）をいう。ここでいう事業所の長とは、課長、班長等を

含まない。 

 

 

（２）様式２「冷凍空調施設の保証及びサービス体制等」 

 

① 「１．冷凍空調施設の保証」について 

冷凍空調施設を使用者に引き渡した後、当該冷凍空調施設の安全、作動等

についての保証期間の年数を記入し、また、保証書の有無については、該当

するものを○で囲むこと。 

 

② 「１．冷凍空調施設の保証」の「保証書の有無」が「有」の場合は、保証

書のサンプル又は過去に発行した保証書の写しを添付すること。 

 

③ 「２．サービス体制」について 

 ・「苦情処理窓口」は、ユーザーの問合せ、相談、苦情申出を受ける窓口の 

名称（部署名）を記入すること。 

 ・「苦情処理体制」は、苦情の受付から処理に至るまでの経過について、フ 

ローを図示等して記入すること。 

 ・「定期点検の実施状況」は定期点検の実施部署、人員、実施内容について 

記入すること。 

（例「実施部署：サービス課３名、 

実施内容：圧力計、安全装置及び自動制御装置の作動調整、冷媒、 

冷水及び冷却水系統の漏れの点検及び補修、冷媒、油の 

交換及び補充、全般的な作動、性能及び安全性の確認」） 

 

（３）様式５「事業所案内図」 

最寄りの駅等から事業所までに至る案内図を記入すること。 

 



 

（４）様式６「冷凍空調工事保安管理者経歴書」 

 

① 「氏名」は、戸籍上の氏名を正確に記入すること。 

 

② 「生年月日」は年号から記入すること。 
 

③ 「携わった工事の実績」について 

  ・「職歴」は、空調、冷凍等に関するものを記入すること。 

（例「○○株式会社において、冷凍能力○ﾄﾝのパッケージエアコンの据付、試

運転に従事」） 

また、工事実績のある冷凍設備における冷媒ガスをフロン又はアンモニア

のいずれかから○で囲むこと。なお、フロンの申請においてはフロンの工事

実績を、アンモニアの申請においてはアンモニアの工事実績を記入すること。 

 

④ 「管理者の資格条件」について 

・ 「所有資格」は、1.から 5.までのいずれかを選択して記入すること。1.か

ら 4.までにおいては、資格の等級で該当するものを○で囲むこと。5.にお

いては、基礎講習と工事経験年数をどちらも○で囲むこと。 

・ 「冷凍空調工事保安管理者講習」は、冷凍空調工事保安管理者講習受講票

を参照して、年号（昭和・平成・令和）を○で囲み、修了年月日及び受講

票番号を記入すること。 

 

⑤ 「責任者役職」とは、事業所の長（○○工場においては、工場長、○○支

店においては支店長）をいう。ここでいう事業所の長とは、課長、班長等を

含まない。 

 

⑥ 様式６には、修了印のある「冷凍空調工事保安管理者講習受講票」の写し、

及び別表１の所有資格欄に定める所有資格の証明書の写しを添付する。 

なお、過去に冷凍空調工事保安管理者証（以下「管理者証」という。）の

交付を受け、別表１に定める管理者としての要件を満足している者にあって

は、その管理者証及び所有資格の証明書の写しに替えることができる。 



 

冷凍空調施設工事事業所認定申請マニュアル 別添４ 

 

 

区分変更に係る申請書作成等の手引き 

 

 

 

１．冷凍空調施設工事事業所の区分変更申請書の提出先等について 

（１）提出先：原則として、以前の認定時に申請書類を提出したマニュアル別表３

に定める指定団体 

 

（２）受付期間：随時とする。 

 

２．提出書類の数 

正副各１通を提出するものとする。 

 

３．冷凍空調施設工事事業所の区分変更の申請等 

（１）区分変更の申請 

① 冷凍空調施設工事事業所の区分変更申請をしようとする者は、事業所ごと

に（２）に掲げる申請書及び添付書類（以下「申請書類」という。）を指定

団体へ持参又は郵送するものとする。 

② 認定手数料は、申請書類を提出するときに納付するものとするが、郵送の

場合は、提出先の指定団体の指示によること。 

③ 申請書類が所定の要件を満たしていない場合は、申請書類は受理されな

い。 

  この場合は手数料を返還する。 

④ 申請書類が受理された後は、正当な理由がある場合を除き、手数料は返金

しない。 

⑤ 手数料は、別表２のとおりとする。 

 

（２）申請書及び添付書類 

申請書及び添付書類は次のとおりとする。 

① 様式１０「冷凍空調施設工事事業所の区分変更申請書」 

② 交付されている冷凍空調施設工事事業所認定証 

③ 交付されている有効期限内の冷凍空調施設工事保安管理者証 

ただし、次に掲げるいずれか一つでも該当する場合にあっては、管理者証

に加えて所有資格の証明書の写しも提出する。 

   ❶前回交付を受けた管理者の区分から変更がある場合 

   ❷有効期限外の管理者証の写しを提出する場合 

❸前回提出した所有資格から変更がある場合 

 

※ ④は、新たに選任する管理者についてのみ提出する。 

④ 様式６「冷凍空調工事保安管理者経歴書」注１）注２） 
注１）④には、修了印のある「冷凍空調工事保安管理者講習受講票」の写し、及び別表



１の所有資格欄に定める所有資格の証明書の写しを添付する。 

注２）④は、過去に冷凍空調工事保安管理者証の交付を受け、別表１に定める管理者と

しての要件を満足している者にあっては、その冷凍空調工事保安管理者証及び所有

資格の証明書の写しに替えることができる。 

 

※ ⑤は、②及び③について紛失等により全てを提出できない場合にのみ提出

する。 

⑤ 交付されている冷凍空調施設工事事業所認定証及び冷凍空調工事保安管理

者証の写し 

 

４．申請書等の記入について 

 

（１）様式１０「冷凍空調施設工事事業所の区分変更申請書」 

 

① 「事業所の名称」は、○○○○株式会社○○○工場、有限会社○○○商会

○○○営業所等と記入すること。 

 

② 「事業所の所在地等」の所在地は、○○県○○市○○町３-４○○ビルディ

ングと番地を略して記入してもよい。 

「電話番号」及び「ＦＡＸ番号」は、市外局番、市内局番、番号を記入する。 

（例 （03）3436-6103） 

 

③ 「事業所の認定区分・番号」は、冷凍空調施設工事事業所認定証を参照し、

その認定区分・番号を記入すること。 

    例： １２－Ａ－○○○ 

 

④ 「認定申請の区分の変更」は、マニュアル４．の「認定の区分」を参照し、

以下の例のように記入すること。 

 

  例１： Ｃ区分  → Ａ区分 

  例２： Ｓｐ区分 → Ｓ区分 

 

⑤ 「管理者」は、認定の区分に応じた資格・条件を満たしている者を選任し、

その者の氏名、管理者の区分及び生年月日を記入すること。 

管理者の区分は、別表１の「管理者の資格条件」を参照し記入すること。

また、認定の区分に応じて記入すること。具体的には、事業所の認定の区分

がＳ及びＳｐの申請においてはＳ又はＳｐを記入し、事業所の認定の区分が

Ａ、Ｂ及びＣの申請においてはＡ、Ｂ又はＣのいずれかを記入すること。 

管理者は、工事の実態に応じて複数の者を選任することが望ましい。 

管理者を６名以上選任する事業所については、様式１０を必要部数記入し

て提出する。 

 

⑥ 「名簿掲載の可否」は、高圧ガス保安協会が作成する認定工事事業所名簿

に自事業所名を載せても差し支えない場合には可に、反対に載せたくない場

合には否に、各々○で囲むこと。 



なお、同名簿には認定番号、認定事業所名、所在地、電話番号が載ります。

この名簿は高圧ガス保安協会のホームページ上に載ります。 

 

⑦ 「連絡担当者」は、申請の内容について、指定団体又は高圧ガス保安協会

からの照会に回答ができる者の所属、氏名及び電話番号を記入すること。 

 

⑧ 「責任者役職」とは、事業所の長（○○工場においては、工場長、○○支

店においては支店長）をいう。ここでいう事業所の長とは、課長、班長等を

含まない。 

 

（２）様式６「冷凍空調工事保安管理者経歴書」 

 

① 「氏名」は、戸籍上の氏名を正確に記入すること。 

 

② 「生年月日」は年号から記入すること。 

 

③ 「携わった工事の実績」について 

  ・ 「職歴」は、空調、冷凍等に関するものを記入すること。 

（例「○○株式会社において、冷凍能力○ﾄﾝのパッケージエアコンの据付、試

運転に従事」） 

また、工事実績のある冷凍設備における冷媒ガスをフロン又はアンモニア

のいずれかから○で囲むこと。なお、フロンの申請においてはフロンの工事

実績を、アンモニアの申請においてはアンモニアの工事実績を記入すること。 

 

④ 「管理者の資格条件」について 

・ 「所有資格」は、1.から 5.までのいずれかを選択して記入すること。1.か

ら 4.までにおいては、資格の等級で該当するものを○で囲むこと。5.にお

いては、基礎講習と工事経験年数をどちらも○で囲むこと。 

・ 「冷凍空調工事保安管理者講習」は、冷凍空調工事保安管理者講習受講票

を参照して、年号（昭和・平成・令和）を○で囲み、修了年月日及び受講

票番号を記入すること。 

 

⑤ 「責任者役職」とは、事業所の長（○○工場においては、工場長、○○支

店においては支店長）をいう。ここでいう事業所の長とは、課長、班長等を

含まない。 

 

⑥ 様式６には、修了印のある「冷凍空調工事保安管理者講習受講票」の写し、

及び別表１の所有資格欄に定める所有資格の証明書の写しを添付する。 

なお、過去に冷凍空調工事保安管理者証（以下「管理者証」という。）の

交付を受け、別表１に定める管理者としての要件を満足している者にあって

は、その管理者及び証所有資格の証明書の写しに替えることができる。 



 

冷凍空調施設工事事業所認定申請マニュアル 別添５ 

 

冷凍空調施設等保安確認実施要領 

 

（適用範囲） 

１．この要領は、冷凍空調施設工事事業所認定マニュアル(以下「マニュアル」とい

う。) 11(2)で規定する事業所がその管理者に行わせなければならない確認等に

ついて規定する。 

 

（冷凍空調施設設置等保安確認の実施） 

２．事業所は、冷凍空調施設の設置等に係る工事（認定の区分に応じた認定の工事

範囲に限る。）の完了後、下表の認定区分に応じて様式１４－１又は 

様式１４－２の「冷凍空調施設設置等保安確認実施報告書」（以下「報告書」と

いう。）の「保安確認実施内容」について、管理者が自ら行う検査又は管理者が

検査を行う者を指揮、監督することによる検査により、当該施設が保安上支障の

ないことを確認しなければならない。 

  なお、「保安確認実施内容の確認」にあたっては、高圧ガス保安法、同法令に

基づく通達及び協会が定める基準等と照らし判定するものとする。 

認定の区分 「冷凍空調施設設置等保安確認実施報告書」 

  Ａ フルオロカーボン冷媒 

に係る冷凍空調施設 

様式１４－１ 

  Ｂ 

  Ｃ 

  Ｓ アンモニア冷媒に係る

冷凍空調施設 

様式１４－２ 

 Ｓｐ 

 

（報告書の交付） 

３．事業所は、２．の規定により管理者が、当該施設が保安上支障のないことを確

認した場合、必要事項を記載（署名・押印を含む。）し、冷凍空調施設の使用者

に、報告書又はこれに準じたものを必要に応じて、使用者等に交付しなければな

らない。 

 

（報告書の保存） 

４．事業所は、３．の規定により、冷凍空調施設の使用者に交付した報告書又はこ

れに準じたものとして交付したものの控えを残さなければならない。 

  その保存期間は当該冷凍空調施設が設置されている期間とする。 

 

 

（冷凍空調施設保安確認実施証の貼付） 

５．事業所は、３．の規定により、報告書又はこれに準じたものを冷凍空調施設の

使用者に交付したときは、マニュアル 11（3）の規定に基づき、当該冷凍空調施

設又はその付近に様式１５の冷凍空調施設保安確認実施証を必要に応じて貼付

しなければならない。 



 

冷凍空調施設工事事業所認定申請マニュアル 別添６ 

 

 

 

内容変更届作成等の手引き 

 

 

 

１．冷凍空調施設工事事業所認定申請内容変更届の提出先等について 

（１）提出先：原則として、以前の認定時に申請書類を提出したマニュアル別表３

に定める指定団体 

（２）受付期間：随時とする。 

 

２．提出書類の数 

正副各１通を提出するものとする。 

 

３．冷凍空調施設工事事業所内容変更届出について 

認定後、事業所の所在地、名称、管理者又は冷凍空調工事保安管理者証の資格

の区分に変更があったときは、様式１７の「冷凍空調施設工事事業所認定申請内

容変更届」に、次表に掲げるその事実を証する書面を添えて、認定申請書を提出

した指定団体を経由して、その旨を遅滞なく、協会に届け出なければならない。 

 

変更する内容 

 

様式１７「冷凍空調施設工事事業所認定申請

内容変更届」に添付する書類 

 

事業所住所の変更 

 

 

 

様式５「事業所案内図」 

※ 市町村合併による住所表示の変更の場合

は、添付不要 

 

 

事業所名称の変更 

※ マニュアル５．認定の

要件について変更がな

い場合に限る。 

 

 

①及び②を提出する。 

 

①登記簿謄本等の写し又は登記簿謄本において

社名が変わることが不明な場合には、同一の

事業所であることがわかる書面等 

※ 冷凍空調施設の使用者からの苦情に対し

て、適切な処理を行うサービス体制に変更

がある場合には、様式２「冷凍空調施設の

保証及びサービス体制」を提出する。 

②交付されている有効期間内の冷凍空調施設工

事事業所認定証及び冷凍空調工事保安管理者

証 



 

管理者の 

変更 

管理者の選任 

 

様式６「冷凍空調工事保安管理者経歴書」及び 

様式６の備考で規定する添付書類。 

ただし、過去に管理者証の交付を受け、その  

管理者証が別表１に定める管理者としての要件 

を満足している場合は、その管理者証及び所有 

資格の証明書の写し。 

 

管理者の解任 
有効期間内の管理者証 

 

 

管理者証の資格区分の

変更 

・Ｃ区分からＢ区分へ 

・Ｃ区分からＡ区分へ 

・Ｂ区分からＡ区分へ 

・Ｓｐ区分からＳ区分へ 

 

①から③までを提出する。 

 

①講習受講票等資格を証明する書類 

②交付されている有効期間内の冷凍空調工事保

安管理者証 

③所有資格の証明書の写し 

 



 

冷凍空調施設工事事業所認定申請マニュアル 別添７ 

 

 

 

承継届作成等の手引き 

 

 

 

１．冷凍空調施設工事事業所認定承継届の提出先等について 

（１）提出先：原則として、以前の認定時に申請書類を提出したマニュアル別表３

に定める指定団体 

（２）受付期間：随時とする。 

 

２．提出書類の数 

正副各１通を提出するものとする。 

 

３．冷凍空調施設工事事業所認定承継届出について 

認定後、相続又は合併があったときは、様式１８の「冷凍空調施設工事事業所

認定承継届」に、その旨を証明する書面（登記事項証明書の写し等）及び交付さ

れている冷凍空調施設工事事業所認定証及び冷凍空調工事保安管理者証（認定の

有効期間内のものを有している場合に限る）を添えて遅滞なく、指定団体

を経由して協会に提出しなければならない。  

 



 

冷凍空調施設工事事業所認定申請マニュアル 別添８ 

 

 

 

返納届作成等の手引き 

 

 

 

１．冷凍空調施設工事事業所認定返納届の提出先等について 

（１）提出先：原則として、以前の認定時に申請書類を提出したマニュアル別表３

に定める指定団体 

（２）受付期間：随時とする。 

 

２．提出書類の数 

正副各１通を提出するものとする。 

 

３．冷凍空調施設工事事業所認定返納届出について 

認定事業所において、認定の事業を廃止した場合、認定の区分に応じた

管理者を選任できなくなった場合又はその他認定の要件を満たすことがで

きなくなった場合には、様式１９「冷凍空調施設工事事業認定返納届」に

当該認定の認定証及び管理者証（認定の有効期間内のものを有している場

合に限る）を添えて遅滞なく、指定団体を経由して協会に提出しなければ

ならない。  

 




